
団体名 阿蘇市

１　一般会計及び特別会計の財政状況（主として普通会計に係るもの） （百万円）

歳入 歳出 形式収支 実質収支 地方債現在高
他会計からの

繰入金

一般会計 14,329 13,870 459 448 14,368 －
温水プール・温泉施設管理

特別会計 366 366 0 0 － 321

診療所特別会計 125.4 124.9 0.5 0.5 28 41

普通会計 14,245 13,786 459 448 14,396 －

坂梨財産区特別会計 9.7 6.3 3.4 3.4 － －

古城財産区特別会計 17.2 6.0 11.2 11.2 － 0.6

中通財産区特別会計 20.3 10.3 10.0 10.0 － 0.5

宮地財産区特別会計 0.031 0.010 0.021 0.021 － 0.010
古城・中通地区簡易水道

事業特別会計 3.4 3.1 0.3 0.3 － 3.2

２　１以外の特別会計の財政状況（公営事業会計に係るもの） （百万円）

総収益
（歳入）

総費用
（歳出）

純損益
（形式収支）

不良債務
（実質収支）

地方債現在高
他会計からの

繰入金

病院事業特別会計 1,284 1,352 △ 68 0 190 100

水道事業特別会計 504 423 81 0 2,860 59

（歳入） （歳出） （形式収支） （実質収支）
6.1 5.9 0.3 0.3 － －

（歳入） （歳出） （形式収支） （実質収支）
75 75 7 7 － －

（歳入） （歳出） （形式収支） （実質収支）
1,015 1,032 35 35 3,069 290

（歳入） （歳出） （形式収支） （実質収支）
3,691 3,409 282 282 － 338

（歳入） （歳出） （形式収支） （実質収支）
4,768.66 4,768.65 0.01 0.01 － 435

（歳入） （歳出） （形式収支） （実質収支）
2,147 1,966 181 181 － 309

　（注）　１．法適用企業とは、地方公営企業法を適用している公営企業である。

３　関係する一部事務組合等の財政状況 （百万円　，　％）

歳入
（総収益）

歳出
（総費用）

形式収支
（純損益）

実質収支
（不良債務）

地方債現在高
当該団体の
　負担割合

阿蘇広域行政事務組合

（一般会計） 4,306 4,160 146 85 6,135 41.1
阿蘇広域行政事務組合

（湯の里荘特別会計） 145.2 142.8 2.3 2.3 － －
阿蘇広域行政事務組合

（阿蘇ふるさと市町村圏特別会計） 20.4 18.8 1.6 1.6 － 100.0
阿蘇広域行政事務組合（阿蘇圏域

市町村ケアマネジメント特別会計） 2.2 1.4 0.8 0.8 － 33.8
阿蘇広域行政事務組合

（緊急通報システム事業特別会計) 1.143 1.076 0.067 0.067 － 33.3
阿蘇広域行政事務組合

（介護サービス事業） 355.5 351.4 4.1 4.1 － －
熊本県市町村総合事務組合

（一般会計） 14,833 12,624 2,209 2,209 10 0.2

４　第三セクター等の経営状況及び地方公共団体の財政的支援の状況 （百万円）

経常損益
（千円）

資本又は
正味財産
（千円）

当該団体か
らの出資金

（千円）

当該団体か
らの補助金

（千円）

当該団体から
の貸付金
（千円）

当該団体から
の債務保証に
係る債務残高

備考

東阿蘇観光開発株式会社 △ 14,594 9,097 50,000 1,326 － －

阿蘇市土地開発公社 7,059 8,683 1,000 － 135,874 575
財団法人

阿蘇市地域振興公社 8,704 80,539 30,000 25,432 － －
財団法人

阿蘇勤労者いこいの村 1,283 23,113 4,000 － － －
株式会社

阿蘇アグリスクエア △ 8,917 △ 44,903 7,500 － － －
財団法人

阿蘇グリーンストック △ 5,540 153,742 50,000 － － －

有限会社神楽苑 3,521 30,981 16,000 － － －
株式会社

まちづくり阿蘇一の宮 460 14,437 2,500 2,445 － －

　（注）　損益計算書を作成していない民法法人は「経常損益」の欄には当期正味財産増減額を記入している。

５　財政指数

　（注）　実質公債費比率は、平成１８年度の起債協議等手続きにおいて用いる平成１５年度から平成１７年度の３カ年平均である。

財政状況等一覧表（平成１７年度）

備考

備考

法適用企業

介護保険事業特別会計

下水道事業特別会計
歳入には、前年度からの繰越金37,526千円及び

収益的支出に充てた地方債15,400千円が、を含

まれていないため、歳入－歳出が形式収支と一

致しない。

国民健康保険事業
特別会計

老人保健事業特別会計

観光施設事業
（休養宿泊施設）特別会計

歳入には、前年度からの繰越金21千円が含まれ

ていないため、歳入ー歳出が形式収支と一致し

ない。

有料道路事業特別会計
歳入には、前年度からの繰越金6,737千円が含

まれていないため、歳入ー歳出が形式収支と一

致しない。

備考

法適用企業

当該団体からの
損失補償に係る

債務残高

0

－

－

－

0

－

－

－

財政力指数 0.36 実質収支比率 5.2

実質公債費比率 13.6 経常収支比率 94.0



市町村財政比較分析表(平成17年度普通会計決算)

熊本県 阿蘇市
人 口
面 積
歳入総額
歳出総額
実質収支

30,087
376.25

14,245,432
13,786,372

448,360

人(H18.3.31現在)
ｋ㎡
千円
千円
千円

財政力

財政力指数 [0.36]

類似団体内順位

[ 59/93 ]

全国市町村平均

0.52

熊本県市町村平均

0.37
0.00
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0.79

0.42

類似団体内最大値

類似団体内最小値

類似団体内平均値

0.36

阿蘇市の比率

財政構造の弾力性

経常収支比率 [94.0%]

類似団体内順位

[ 44/93 ]

全国市町村平均

90.2

熊本県市町村平均

91.6

(%)
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人件費・物件費等の適正度

人口1人当たり人件費・物件費等決算額[144,923円]

類似団体内順位

[ 46/93 ]

全国市町村平均

121,478

熊本県市町村平均

116,226

(円)

400,000

300,000

200,000

100,000

0

295,239

82,149

143,738 144,923

給与水準の適正度   （国との比較）

ラスパイレス指数 [95.6]

類似団体内順位

[ 50/93 ]

全国市平均

97.4

全国町村平均

93.5
105.0
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95.0

90.0

85.0

80.0

101.2

85.8

95.7 95.6

定員管理の適正度

人口1,000人当たり職員数 [11.93人]

類似団体内順位

[ 65/93 ]

全国市町村平均

8.00

熊本県市町村平均

8.50

(人)

25.00

20.00

15.00

10.00

5.00

0.00

20.35

5.24

10.23

11.93

公債費負担の健全度

実質公債費比率 [13.6%]

類似団体内順位

[ 15/93 ]

全国市町村平均

14.8

熊本県市町村平均

15.0

(%)

40.0

30.0
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29.9

7.3

16.3
13.6

将来負担の健全度

人口1人当たり地方債現在高 [478,466円]

類似団体内順位

[ 33/93 ]

全国市町村平均

462,447

熊本県市町村平均

474,829

(円)

2,000,000

1,500,000

1,000,000

500,000

0

1,631,180

283,753

556,471 478,466

※人件費、物件費及び維持補修費の合計である。ただし
　人件費には事業費支弁人件費を含み、退職金は含まない。

財政力

財政構造の弾力性

人件費・物件費等の
適正度

給与水準の適正度
   （国との比較）

定員管理の適正度

公債費負担の健全度

将来負担の健全度

類似団体平均

阿蘇市
※類似団体平均を100とした
　ときの比率で表した。

※類似団体とは、人口および産業構造等により全国の市町村を35のグループに分類した結果、
　当該団体と同じグループに属する団体を言う。

40以下

60
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120

140以上

分析欄
財政力指数
・近年、上昇傾向にはあるものの、今後も引き続き、定員適正化計画に基づき、職員数削減による人件費の削減、経常
的経費の削減、投資的経費の抑制等、歳出の徹底的な見直しを実施するとともに、税収の徴収率向上対策を中心とす
る歳入確保に努める。
経常収支比率
・一部事務組合に対する補助費等の増や、民生関係補助金の一般財源化等により、前年度より1.4P増加し、94.0%となっ
ている。今後は、市税の徴収強化等を中心とした自主財源の確保に努めるとともに、歳出面においては、人件費の抑制
など義務的経費の削減、経常的経費の徹底した見直しなどに努める。
ラスパイレス指数
・類似団体平均を若干下回っているが、今後は、管理職手当率の削減（現行の課長級8%、課長補佐級6%、病院医療管理
職4%を、それぞれ2%、1%、1%とする）、特殊勤務手当の休止等、更なる人件費の削減に努める。
実質公債費比率
・類似団体平均を下回っているが、今後も市債の発行については、緊急度・住民ニーズを的確に把握した事業の選択、
償還状況及び市の財政状況を十分に把握し、起債に大きく頼ることのない財政運営に努める。

人口1人当たり地方債現在高
・類似団体平均を下回っているが、今後も幹線道路整備事業など、新規の起債発行が見込まれる。このことから、他事業
における地方債の発行の抑制等により、後世代への負担を少しでも軽減できるように財政の健全化を図る。
人口1,000人当たり職員数
・合併後の職員数のため、類似団体平均を上回っているが、今後、組織再編による行政組織のスリム化、勧奨退職の実施
及び新規採用の抑制を図りながら、平成22年4月1日時点で合計324人（平成18年4月1日現在職員数比▲9.7%）を目指し職
員削減に努める。
人口1人当たり人件費・物件費等決算額
・人件費、物件費及び維持補修費の合計額の人口1当たりの金額が類似団体平均を上回っているが、今後、人口1,000人
当たり職員数と同様、組織再編による行政組織のスリム化、勧奨退職の実施及び新規採用の抑制を図りながら職員数の
削減に努めるとともに、指定管理者制度の導入による管理委託料の削減及び経常的経費の徹底した削減取組み等を実施
していく。
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